
平成２５年度　事務事業マネジメントシート

Ⅰ　事務事業の目的・内容

Ⅱ　事務事業の実績・現状及び成果を表す指標の動きとコストの状況

Ⅲ　事務事業の評価、今後の方向性及び業務改善　＜※主管課長記入＞

⑴　事務事業についての評価及び今後の方向性

⑵　事務事業の業務改善について

③取り組
みの課題

現在の登録者及び平成25年度に非該当
となった方の状況を把握した結果、本
事業が該当する方がいなかったが、現
在の登録者への対応が必要である。

④今後の
改善計画

事業の廃止を検討。
現在登録者の1名について、事業の廃止
を説明する。

①今年度
(H25)の
改善計画

②今年度
(H25)に
実施した
取り組み

サービス周知は実施するが、非該当
（自立）者にとって必要な事業である
かをよく検討する。近隣市での動向も
参考とする。

現在の登録者を訪問し、生活状況を確認
した。
平成25年度に介護認定非該当となった方
の状況を包括支援センターを通じて把
握。

Ａ　達成できた

Ａ　対象者は適切である

Ｄ　大幅に削減すべきで
ある

総合評価 Ⅶ　終　　　了　（事業を終了すべき）

効率性

目標達成度

対象者の適切性

コストの削減

Ｃ　必要性は低下す
ると考えられる

Ａ　市が担うべき

有効性

0.10

個別評価 必要性

今後の必要性

市関与の必要性

初期投資コスト（円）（建設又は取得年度のみ記入）

想定耐用年数　（年）（建設又は取得年度のみ記入）

平成25年度

75,760 717,800 698,700

0.01

865,200

目的に対する現状（客観的事実・データ
に基づく現在の状況や取組状況）

940,960 1,583,000 1,563,900

要介護・要支援認定の非該当者である
もので、当事業の登録者が宿泊を通じ
て体調調整及び健康増進を図り、要介
護状態等への予防が必要と認められた
ときに対応できるように1床を確保して
いる。
　利用実績　平成21年度　1件
　　　　　　平成22年度～25年度0件

　

平成23年度 平成24年度

865,200 865,200

0.10

↘↘↘0 1年間の利用に数の累計0 0

単位
目標
方向

算定式（成果指標の場合）

登録者数 1 1 1 ↘↘↘ 1年間の登録者数

名　　称 平成23年度 平成24年度 平成25年度

款

事業内容

事業開始か
ら現在まで
の状況変化

65歳以上の要介護・要支
援以外の非該当者

意図
事業
目的

０１

対象

65歳以上の市民のうち、要介護・要支援認定の非該当者であって、基本的生活習慣及び対人
関係等の日常生活上において何らかの支障が認められる者へ、養護老人ホームでの短期宿泊
を提供し、基本的生活習慣等の指導を行う。

平成12年4月1日の介護保険制度施行と同時に実施された事業であるが、平成18年の介護保険
法改正時には地域支援事業の介護予防事業に位置付けられた。地域支援事業として交付金の
対象となっている。

介護予防の視点から、養護老人ホームの宿泊を通じて体調
の調整及び健康の増進を図り、自立した生活の継続を目指
す。

主管課長早川　仁高齢者や障害者がいきいき暮らせる社会づくり

会計 小事大事

０８

目項

０３ ０１ ０２ ０２

利用日数

事業名

政　策
施　策

04

4-2

高齢者生活管理指導短期宿泊サービス事業

４節　誰もが充実した生涯をおくることのできる流山（市民福祉の充実） 主管課 介護支援課

事務事業の総ｺｽﾄ(a=b+c)

事務事業のコスト

③

④

指標

①

②

人役・嘱託(人)

指標で表すこ
とができない
定性的な成果

うち一般財源

 事業費（ｂ）（円）

 職員給与費(ｃ)(円)

人役・再任用(人)

人役・臨職(人)

人役・職員(人)


